


・過去の石綿建材使用時の石綿ばく露により、毎年多くの労災認定
・石綿使用建築物の解体棟数は2030年頃のピークに向けてさらに増加
・今後の石綿使用建築物の解体工事で石綿ばく露防止対策の強化が必要

現状と課題

労働者の石綿健康障害防止対策の課題と対応

情報提供・事前調査結果
を踏まえた費用等の配慮

（発注者・注文者）
（８条、９条）

事前調査

・資格者※による調査
⇒今回の改正事項

（３条、４条の２（結果報告））

作業計画
（４条）

※令和５年10月１日からは有資格者（建築物
石綿含有建材調査者等）に行わせることが
義務となります。

労働基準監督署への

事前の届出
（安衛法88条、安衛則86、90条）

○発生源対策

・湿潤化
（１３条）

○ばく露防止対策

・呼吸用保護具
・保護衣
（１４条等）

○隔離
・負圧あり
（６条）

・負圧なし
（６条の２、６条の３）

○立入禁止
（７条）

○管理
・石綿作業主任者
（１９条、２０条）

・特別教育
（２７条）

・付着物の除去
（３２条の２）

・飲食喫煙の禁止
（３３条）

・掲示
（３４条）

・作業の記録
（３５条、３５条の２）

・保護具等の管理
（４６条）

○健康診断 （４０条）

建築物等の解体作業等における措置解体作業等における
事前の措置

石綿障害予防規則の改正内容
※ 詳しくは、石綿総合情報ポータルサイトをご確認ください。


